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◆預金積金残高

40,433

◆年金振込件数（2月振込実績）（単位：件）
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（平成） 23年度 25年度

51,33951,339

24年度

41,57241,572

24年度

57,833 42,377

724,520

平成25年度業績のご報告

　預り資産残高は、一時払終身保険、個人向け国債を中心に前年度比6,493百万円
増加し、57,833百万円となりました。
　年金振込件数も社会保険労務士による無料の年金相談会の開催等により、新たに
年金のお振込先としてご指定いただいた結果、前年度比805件増加の42,377件と
順調に増加しました。

　預金積金残高は、個人および事業者の方のお取
引先数の増加等により取引基盤の充実に努めた
結果、多くのお客さまよりご信頼をいただき前年
度比14,246百万円増加の724,520百万円となり
ました。
　今後もより多くのお客さまに安心してお取り
引きいただけるよう努めます。

おかげさまで預り資産残高、年金振込件数も増加中です

※グラフの数値は、単位未満を切り捨てて表示しているため、合計、差額等と一致しない場合があります。

預金積金は、信頼とともに順調に増加しています
　私ども青梅信用金庫は、社会の秩序や安全に脅威を与え、健全な経済・社会の発展を妨げる反社会
的勢力との関係を遮断するため、以下のとおり「反社会的勢力に対する基本方針」を定め、これを遵守
します。

当金庫は、反社会的勢力との取引を含めた関係を遮断し、不当要求に対しては断固として
拒絶します。

当金庫は、反社会的勢力による不当要求に対し、職員の安全を確保しつつ組織として対応
し、迅速な問題解決に努めます。

当金庫は、反社会的勢力に対して資金提供、不適切・異例な取引および便宜供与は行いま
せん。

当金庫は、反社会的勢力による不当要求に備えて、平素から警察、暴力追放運動推進セン
ター、弁護士などの外部専門機関と緊密な連携関係を構築します。

当金庫は、反社会的勢力による不当要求に対しては、民事と刑事の両面から法的対抗措
置を講じる等、断固たる態度で対応します。

反社会的勢力に対する基本方針
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　あおしんは、お客さまからの信頼を第一と考え、個人情報の適切な保護と利用を図るために、個人
情報の保護に関する法律および金融分野における個人情報保護に関するガイドライン、その他の
関係法令等を遵守するとともに、その継続的な改善に努めます。また、個人情報の機密性・正確性の
確保に努めます。
（上記は抜粋ですので、詳しくは当金庫ホームページ等をご覧下さい。）

お客様相談室　　 0120-00-2085
受付時間／平日9：00～17：00

個人情報保護宣言（プライバシーポリシー）
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1億円以上
2.5％

1億円未満
2.6％

5,000万円
未満

23.4％

1,000万円
未満
71.3％

国債
93,517

地方債
19,594

社債
59,958

株式
1,412

外国証券
3,099

その他の証券
7,117

◆有価証券の内訳（平成25年度） （単位：百万円）

（平成） 23年度 24年度 25年度

（単位：百万円）

国債 地方債

外国証券 その他の証券

社債 株式

◆有価証券残高

236,296 240,502

184,699

　お客さまからお預りした大切な資金は、貸出金
として地域のみなさまにご融資する以外、有価証
券でも安全性を重視し国債や地方債等を中心に
運用しています。平成26年3月末の有価証券残高
は、国債の償還・売却により減少、長期金利低下
により再運用を控え預け金へ振り替えた結果、
前年度比55,803百万円減少の184,699百万円
となりました。

※グラフの数値は、単位未満を切り捨てて表示しているため、合計、差額等と一致しない場合があります。

有価証券は、安全性を重視して運用しています

個人
23.4%

建設業
9.4％

サービス業
9.4％

製造業
8.5％

卸・小売業
6.9％

その他
6.6％

個人
58.4%

建設業
10.5％

不動産業
6.7％

サービス業
9.7％

製造業
6.6％

卸・小売業
6.4％

その他
1.3％

◆貸出金の業種別内訳（平成25年度）

◆貸出先数の業種別内訳（平成25年度）

◆貸出金の金額別先数内訳（平成25年度）

（平成） 23年度 24年度 25年度

349,519

358,284

（単位：百万円）◆貸出金残高

367,213

　貸出金残高は、あおしんの独自商品である
「地域活性化ローン」を中心に、地域のみなさま
の資金繰り改善支援に全職員が積極的に取り
組んだ結果、前年度比8,929百万円増加の
367,213百万円となりました。また、特定の業種
に偏ることがないよう努めています。

貸出金は、地域の活性化のためにお役立ていただいています

不動産業
35.5%
不動産賃貸
24.5%
不動産売買
9.4%
その他
1.6%
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59,958
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◆有価証券の内訳（平成25年度） （単位：百万円）

（平成） 23年度 24年度 25年度

（単位：百万円）

国債 地方債

外国証券 その他の証券

社債 株式

◆有価証券残高

236,296 240,502

184,699

　お客さまからお預りした大切な資金は、貸出金
として地域のみなさまにご融資する以外、有価証
券でも安全性を重視し国債や地方債等を中心に
運用しています。平成26年3月末の有価証券残高
は、国債の償還・売却により減少、長期金利低下
により再運用を控え預け金へ振り替えた結果、
前年度比55,803百万円減少の184,699百万円
となりました。

※グラフの数値は、単位未満を切り捨てて表示しているため、合計、差額等と一致しない場合があります。

有価証券は、安全性を重視して運用しています
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◆貸出金の業種別内訳（平成25年度）

◆貸出先数の業種別内訳（平成25年度）

◆貸出金の金額別先数内訳（平成25年度）

（平成） 23年度 24年度 25年度

349,519

358,284

（単位：百万円）◆貸出金残高

367,213

　貸出金残高は、あおしんの独自商品である
「地域活性化ローン」を中心に、地域のみなさま
の資金繰り改善支援に全職員が積極的に取り
組んだ結果、前年度比8,929百万円増加の
367,213百万円となりました。また、特定の業種
に偏ることがないよう努めています。

貸出金は、地域の活性化のためにお役立ていただいています
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29,991

10.14％ 10.16％

◆自己資本比率と自己資本額

（平成）23年度 24年度 25年度

（平成） 23年度 25年度

31,059

24年度

（単位：百万円）

平成25年度の自己資本比率

自己資本比率の計算式：

自己資本額

リスク・アセット
×100

10.15%

33,274

10.15%自己資本比率

自己資本額

平成25年度

33,274
33,274
2,392
28,167
2,714
─

327,712
10.15

自己資本額（A）

コア資本に係る基礎項目

うち出資金

うち内部留保

うちその他

コア資本に係る調整項目

リスク・アセット等（B）

自己資本比率（A）÷（B）
（注）内部留保＝利益準備金＋特別積立金＋繰越金

（単位：百万円・％）

自己資本比率規制の一部を弾力化する特例について（平成24年度まで）
　平成20年金融庁告示第79号において、「信用金庫がその保有する資産等に照らし自己資本の充実の状況が適当で
あるかどうかを判断するための基準の特例」として、自己資本比率の算出にあたり「その他有価証券の評価差損」を
基本的項目より控除しないことになっています。なお、平成23年度、平成24年度は「その他有価証券の評価損益」が
評価益のため、規制の一部弾力化による措置はおこなっていません。

　自己資本比率は、金融機関の健全性や安全
性を示す重要な経営指標の一つです。
　平成25年度より、信用金庫など国内で営業を
おこなう金融機関に対して適用が開始された
新しい自己資本比率規制（バーゼルⅢ）により、
旧規制（バーゼルⅡ）のＴｉｅｒⅠ・ＴｉｅｒⅡといった
名称は、コア資本という名称に統一されました。
　また、自己資本の質を向上させるため、旧規制
（バーゼルⅡ）では資本算入していた一部の資本
性が低い資産等は、コア資本に係る調整項目の
額（コア資本から減算する項目）として規制強化
が図られました。
　平成25年度におけるコア資本に係る調整項目
の額については、経過措置の適用により調整額
の発生はありませんでした。
　新しい自己資本比率規制（バーゼルⅢ）による
規制比率も旧規制（バーゼルⅡ）同様の4％です
が、平成25年度の自己資本比率は、10.15％と
規制比率を大きく上回る水準となっています。

※表およびグラフの数値は、単位未満を切り捨てて表示しているため、合計、差額等と一致しない場合があります。

（平成） 23年度 25年度

1,856

◆業務純益 （単位：百万円）

1,549

24年度

2,112

◆経常利益 （単位：百万円）

（平成） 23年度 25年度

2,653

24年度

2,732
2,559

◆コア業務純益 （単位：百万円）

（平成） 23年度 25年度

2,484

24年度

2,484

2,438

（平成） 23年度 25年度

1,200

24年度

1,331

◆当期純利益 （単位：百万円）

2,098

　金融機関の本業の収益を示す業務純益は、市場金利の低下から貸出金利息等資金運用収益が減少
しましたが、国債等債券運用損益の改善により前年度比78百万円増益の2,732百万円となりました。
また、業務純益から一般貸倒引当金繰入額と国債等債券運用損益を除いたコア業務純益は、前年度
同様2,484百万円となりました。
　経常利益は、資産の健全化を図る目的で貸出金償却・引当を実施しましたが、株式等運用損益の
改善もあり前年度比326百万円増益の2,438百万円となりました。
　当期純利益は、経常利益から法人税・住民税及び法人税等調整額338百万円を減算した結果、
前年度比767百万円増益の2,098百万円となりました。

損益の状況 自己資本比率は、国内基準を大きく上回る健全・安全の証しです
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10.14％ 10.16％

◆自己資本比率と自己資本額

（平成）23年度 24年度 25年度

（平成） 23年度 25年度

31,059

24年度

（単位：百万円）

平成25年度の自己資本比率

自己資本比率の計算式：

自己資本額

リスク・アセット
×100

10.15%

33,274

10.15%自己資本比率

自己資本額

平成25年度

33,274
33,274
2,392
28,167
2,714
─

327,712
10.15

自己資本額（A）

コア資本に係る基礎項目

うち出資金

うち内部留保

うちその他

コア資本に係る調整項目

リスク・アセット等（B）

自己資本比率（A）÷（B）
（注）内部留保＝利益準備金＋特別積立金＋繰越金

（単位：百万円・％）

自己資本比率規制の一部を弾力化する特例について（平成24年度まで）
　平成20年金融庁告示第79号において、「信用金庫がその保有する資産等に照らし自己資本の充実の状況が適当で
あるかどうかを判断するための基準の特例」として、自己資本比率の算出にあたり「その他有価証券の評価差損」を
基本的項目より控除しないことになっています。なお、平成23年度、平成24年度は「その他有価証券の評価損益」が
評価益のため、規制の一部弾力化による措置はおこなっていません。

　自己資本比率は、金融機関の健全性や安全
性を示す重要な経営指標の一つです。
　平成25年度より、信用金庫など国内で営業を
おこなう金融機関に対して適用が開始された
新しい自己資本比率規制（バーゼルⅢ）により、
旧規制（バーゼルⅡ）のＴｉｅｒⅠ・ＴｉｅｒⅡといった
名称は、コア資本という名称に統一されました。
　また、自己資本の質を向上させるため、旧規制
（バーゼルⅡ）では資本算入していた一部の資本
性が低い資産等は、コア資本に係る調整項目の
額（コア資本から減算する項目）として規制強化
が図られました。
　平成25年度におけるコア資本に係る調整項目
の額については、経過措置の適用により調整額
の発生はありませんでした。
　新しい自己資本比率規制（バーゼルⅢ）による
規制比率も旧規制（バーゼルⅡ）同様の4％です
が、平成25年度の自己資本比率は、10.15％と
規制比率を大きく上回る水準となっています。

※表およびグラフの数値は、単位未満を切り捨てて表示しているため、合計、差額等と一致しない場合があります。
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24年度

2,112
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2,732
2,559

◆コア業務純益 （単位：百万円）

（平成） 23年度 25年度

2,484

24年度

2,484

2,438

（平成） 23年度 25年度

1,200

24年度

1,331

◆当期純利益 （単位：百万円）

2,098

　金融機関の本業の収益を示す業務純益は、市場金利の低下から貸出金利息等資金運用収益が減少
しましたが、国債等債券運用損益の改善により前年度比78百万円増益の2,732百万円となりました。
また、業務純益から一般貸倒引当金繰入額と国債等債券運用損益を除いたコア業務純益は、前年度
同様2,484百万円となりました。
　経常利益は、資産の健全化を図る目的で貸出金償却・引当を実施しましたが、株式等運用損益の
改善もあり前年度比326百万円増益の2,438百万円となりました。
　当期純利益は、経常利益から法人税・住民税及び法人税等調整額338百万円を減算した結果、
前年度比767百万円増益の2,098百万円となりました。

損益の状況 自己資本比率は、国内基準を大きく上回る健全・安全の証しです
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◆金融再生法上の不良債権と保全状況

担保・保証
207億円

貸倒引当金
  24億円

内部留保
281億円

不良債権額

不良債権比率

平成25年度

保全状況 513億円

平成25年度

255億円

7.12%

251億円

6.84%

平成24年度

250億円

7.16%

平成23年度

　リスク管理債権の対象債権は貸出金のみで、「破綻先債権」「延滞債権」「3ヵ月以上延滞債権」「貸出条件
緩和債権」からなります。回収には相当のリスク管理が必要なものもありますが、回収に懸念のない債権も
多く含まれています。
　平成25年度のリスク管理債権額は、前年度比398百万円減少し、25,138百万円となりました。
　あおしんでは「金融検査マニュアル」に基づき、厳格な自己査定を実施しています。担保・保証については、
不動産の担保価格は路線価の70%で評価、保証は信用保証協会等の優良保証などで、保証人等の人的
保証は含んでいません。
　リスク管理債権25,138百万円に対して、確実に回収が見込まれる担保・保証額20,724百万円と貸倒
引当金2,462百万円があり、92.23%がカバー（保全率）されています。また、これらの他にも特別積立金
等の内部留保もあり、将来への備えは万全を期しています。

区　　分 残高（A） 担保・保証額（B） 貸倒引当金（C） 保全率（B＋C）／A

平成24年度

平成25年度

平成24年度

平成25年度

平成24年度

平成25年度

平成24年度

平成25年度

平成24年度

平成25年度

400

23,567

─

1,569

25,537

369

22,789

─

1,979

25,138

341

20,149

─

898

21,389

330

19,225

─

1,168

20,724

59

2,050

─

62

2,172

38

2,277

─

145

2,462

100.00

94.19

─

61.27

92.26

100.00

94.35

─

66.38

92.23

破 綻 先 債 権

延 滞 債 権

3ヵ月以上延滞債権

貸出条件緩和債権

合　　計

（単位：百万円・%）

1. 「破綻先債権」とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本又は利息の
取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（未収利息不計上貸出金）のうち、次
のいずれかに該当する債務者に対する貸出金です。
①更生手続開始の申立てがあった債務者
②再生手続開始の申立てがあった債務者
③破産手続開始の申立てがあった債務者
④特別清算開始の申立てがあった債務者
⑤手形交換所等による取引停止処分を受けた債務者

2. 「延滞債権」とは、未収利息不計上貸出金のうち次の2つを除いた貸出金です。
①上記「破綻先債権」に該当する貸出金
②債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として利息の支払を猶予した貸出金

3. 「3ヵ月以上延滞債権」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から3ヵ月以上遅延している貸出金で、破綻先
債権及び延滞債権に該当しない貸出金です。

4. 「貸出条件緩和債権」とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、
元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めをおこなった貸出金で、破綻先債権、延滞債権及び
3ヵ月以上延滞債権に該当しない貸出金です。

5. なお、これらの開示額は、担保処分による回収見込額、保証による回収が可能と認められる額や既に引当てている
個別貸倒引当金を控除する前の金額であり、全てが損失となるものではありません。

6. 「担保・保証額」は、自己査定に基づいて計算した担保の処分可能見込額及び保証による回収が可能と認められる
額の合計額です。

7. 「貸倒引当金」については、リスク管理債権区分の各項目の貸出金に対して引当てた金額を記載しており、貸借対照表の
残高より少なくなっています。

8. 保全率はリスク管理債権ごとの残高に対し、担保・保証、貸倒引当金を設定している割合です。

　金融再生法の対象債権はリスク管理債権と一部異なり、貸出金のほか、債務保証見返、外国為替、未収利
息等の資産を含みます。
　平成25年度の金融再生法上の不良債権額は前年度比397百万円減少し、25,141百万円になりました。ま
た、不良債権比率は前年度より0.28ポイント低下し、6.84%となりました。
　不良債権合計額25,141百万円に対し、確実に回収が見込まれる担保・保証額と貸倒引当金の合計額
23,190百万円があり、92.23%がカバー（保全率）されています。この他にも特別積立金等の内部留保が
あり、盤石な態勢をとっています。

区　　分 開示残高
（a）

保全額
（b）

担保保証等による
回収見込額
（c）

貸倒引当金
（d）

保全率
（b）／（a）

引当率
（d）／（a-c）

平成24年度

平成25年度

平成24年度

平成25年度

平成24年度

平成25年度

平成24年度

平成25年度

平成24年度

平成25年度

平成24年度

平成25年度

25,539

4,422

19,547

1,569

333,137

358,676

25,141

4,073

19,088

1,979

342,389

367,531

23,563

4,422

18,179

961

23,190

4,073

17,802

1,313

21,391

3,901

16,591

898

20,727

3,590

15,969

1,168

2,172

521

1,587

62

2,462

483

1,832

145

92.26

100.00

92.99

61.27

92.23

100.00

93.26

66.38

52.36

100.00

53.70

9.37

55.78

100.00

58.76

17.97

金融再生法上の
不 良 債 権

破産更生債権
及びこれらに
準 ず る 債 権

危 険 債 権

要 管 理 債 権

正 常 債 権

合　　計

（単位：百万円・%）

1. 「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」とは、破産手続開始、更生手続開始、再生手続開始の申立て等の事由により
経営破綻に陥っている債務者に対する債権及びこれらに準ずる債権です。

2. 「危険債権」とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営成績が悪化し、契約に従った債権の
元本の回収及び利息の受取りができない可能性の高い債権です。

3. 「要管理債権」とは、「3ヵ月以上延滞債権」及び「貸出条件緩和債権」に該当する貸出金をいいます。
4. 「正常債権」とは、債務者の財政状態及び経営成績に特に問題がない債権であり、「破産更生債権及びこれらに準ずる

債権」、「危険債権」、「要管理債権」以外の債権をいいます。
5. 「金融再生法上の不良債権」における「貸倒引当金」には、正常債権に対する一般貸倒引当金を除いて計上しています。

※表およびグラフの数値は、単位未満を切り捨てて表示しているため、合計、差額等と一致しない場合があります。

信用金庫法で定められているリスク管理債権と保全状況 金融再生法で定められている開示債権と保全状況
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◆金融再生法上の不良債権と保全状況

担保・保証
207億円

貸倒引当金
  24億円

内部留保
281億円

不良債権額

不良債権比率

平成25年度

保全状況 513億円

平成25年度

255億円

7.12%

251億円

6.84%

平成24年度

250億円

7.16%

平成23年度

　リスク管理債権の対象債権は貸出金のみで、「破綻先債権」「延滞債権」「3ヵ月以上延滞債権」「貸出条件
緩和債権」からなります。回収には相当のリスク管理が必要なものもありますが、回収に懸念のない債権も
多く含まれています。
　平成25年度のリスク管理債権額は、前年度比398百万円減少し、25,138百万円となりました。
　あおしんでは「金融検査マニュアル」に基づき、厳格な自己査定を実施しています。担保・保証については、
不動産の担保価格は路線価の70%で評価、保証は信用保証協会等の優良保証などで、保証人等の人的
保証は含んでいません。
　リスク管理債権25,138百万円に対して、確実に回収が見込まれる担保・保証額20,724百万円と貸倒
引当金2,462百万円があり、92.23%がカバー（保全率）されています。また、これらの他にも特別積立金
等の内部留保もあり、将来への備えは万全を期しています。

区　　分 残高（A） 担保・保証額（B） 貸倒引当金（C） 保全率（B＋C）／A

平成24年度

平成25年度

平成24年度

平成25年度

平成24年度

平成25年度

平成24年度

平成25年度

平成24年度

平成25年度

400

23,567

─

1,569

25,537

369

22,789

─

1,979

25,138

341

20,149

─

898

21,389

330

19,225

─

1,168

20,724

59

2,050

─

62

2,172

38

2,277

─

145

2,462

100.00

94.19

─

61.27

92.26

100.00

94.35

─

66.38

92.23

破 綻 先 債 権

延 滞 債 権

3ヵ月以上延滞債権

貸出条件緩和債権

合　　計

（単位：百万円・%）

1. 「破綻先債権」とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本又は利息の
取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（未収利息不計上貸出金）のうち、次
のいずれかに該当する債務者に対する貸出金です。
①更生手続開始の申立てがあった債務者
②再生手続開始の申立てがあった債務者
③破産手続開始の申立てがあった債務者
④特別清算開始の申立てがあった債務者
⑤手形交換所等による取引停止処分を受けた債務者

2. 「延滞債権」とは、未収利息不計上貸出金のうち次の2つを除いた貸出金です。
①上記「破綻先債権」に該当する貸出金
②債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として利息の支払を猶予した貸出金

3. 「3ヵ月以上延滞債権」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から3ヵ月以上遅延している貸出金で、破綻先
債権及び延滞債権に該当しない貸出金です。

4. 「貸出条件緩和債権」とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、
元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めをおこなった貸出金で、破綻先債権、延滞債権及び
3ヵ月以上延滞債権に該当しない貸出金です。

5. なお、これらの開示額は、担保処分による回収見込額、保証による回収が可能と認められる額や既に引当てている
個別貸倒引当金を控除する前の金額であり、全てが損失となるものではありません。

6. 「担保・保証額」は、自己査定に基づいて計算した担保の処分可能見込額及び保証による回収が可能と認められる
額の合計額です。

7. 「貸倒引当金」については、リスク管理債権区分の各項目の貸出金に対して引当てた金額を記載しており、貸借対照表の
残高より少なくなっています。

8. 保全率はリスク管理債権ごとの残高に対し、担保・保証、貸倒引当金を設定している割合です。

　金融再生法の対象債権はリスク管理債権と一部異なり、貸出金のほか、債務保証見返、外国為替、未収利
息等の資産を含みます。
　平成25年度の金融再生法上の不良債権額は前年度比397百万円減少し、25,141百万円になりました。ま
た、不良債権比率は前年度より0.28ポイント低下し、6.84%となりました。
　不良債権合計額25,141百万円に対し、確実に回収が見込まれる担保・保証額と貸倒引当金の合計額
23,190百万円があり、92.23%がカバー（保全率）されています。この他にも特別積立金等の内部留保が
あり、盤石な態勢をとっています。

区　　分 開示残高
（a）

保全額
（b）

担保保証等による
回収見込額
（c）

貸倒引当金
（d）

保全率
（b）／（a）

引当率
（d）／（a-c）

平成24年度

平成25年度

平成24年度

平成25年度

平成24年度

平成25年度

平成24年度

平成25年度

平成24年度

平成25年度

平成24年度

平成25年度

25,539

4,422

19,547

1,569

333,137

358,676

25,141

4,073

19,088

1,979

342,389

367,531

23,563

4,422

18,179

961

23,190

4,073

17,802

1,313

21,391

3,901

16,591

898

20,727

3,590

15,969

1,168

2,172

521

1,587

62

2,462

483

1,832

145

92.26

100.00

92.99

61.27

92.23

100.00

93.26

66.38

52.36

100.00

53.70

9.37

55.78

100.00

58.76

17.97

金融再生法上の
不 良 債 権

破産更生債権
及びこれらに
準 ず る 債 権

危 険 債 権

要 管 理 債 権

正 常 債 権

合　　計

（単位：百万円・%）

1. 「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」とは、破産手続開始、更生手続開始、再生手続開始の申立て等の事由により
経営破綻に陥っている債務者に対する債権及びこれらに準ずる債権です。

2. 「危険債権」とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営成績が悪化し、契約に従った債権の
元本の回収及び利息の受取りができない可能性の高い債権です。

3. 「要管理債権」とは、「3ヵ月以上延滞債権」及び「貸出条件緩和債権」に該当する貸出金をいいます。
4. 「正常債権」とは、債務者の財政状態及び経営成績に特に問題がない債権であり、「破産更生債権及びこれらに準ずる

債権」、「危険債権」、「要管理債権」以外の債権をいいます。
5. 「金融再生法上の不良債権」における「貸倒引当金」には、正常債権に対する一般貸倒引当金を除いて計上しています。

※表およびグラフの数値は、単位未満を切り捨てて表示しているため、合計、差額等と一致しない場合があります。

信用金庫法で定められているリスク管理債権と保全状況 金融再生法で定められている開示債権と保全状況
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